
    清 瀬 市 教 育 委 員 会 後援名義使用承認事務取扱要領  

 

 （目的）  

第 １ 条  こ の 要 領 は 、 清 瀬 市 教 育 委 員 会 (以 下 「 委 員 会 」 と い う 。

 が 、 各 種 事 業 を 行 う 団 体 等 に つ い て 、 後 援 の 名 義 使 用 を 承 認 す

 る場合の 基 準 及 び 手 続 等 について定めることを目的とする。  

 （承認の 基 準 ）  

第 ２ 条  名 義 使 用 承 認 基 準 の 事 業 内 容 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 要 件

 に該当す る も の と す る 。  

（ １ ）  事 業 内 容 が 明 ら か に 、 市 民 の 生 活 、 教 育 、 文 化 及 び ス ポ

   ー ツ 等 の 向 上 普 及 に 寄 与 し 、 公 益 性 の あ る も の で あ る こ と 。

   た だ し 、 宗 教 及 び 政 治活動と認められるものは 除く。  

（２）  営 利 及 び 売 名 を 目 的としないものであること。  

（ ３ ）  公 正 な 団 体 で 政 治 的 中 立 の 趣 旨 に 反 し な い も の で あ る こ

   と 。  

（４）  特 定 の 流 派 及 び 個 人の発表会等でないこと。  

（５）  主 催 者 又 は 主 催 団 体の存在が明確なこと。  

（ ６ ）  入 場 料 そ の 他 こ れ に 類 す る も の を 徴 収 し な い こ と 。 た だ

   し 、 当 該 事 業 の 運 営 に 係 る 経 費 の み に 充 て る も の で 、 特 に

   必 要 と 認 め る も の は 除く。  

（７）  事 業 内 容 が 教 育 行 政の一環とて適正であること。  

（８）  次 の い ず れ か に 該 当すること。  

   ア  開 催 地 が 清 瀬 市 内であること。  

   イ  主 催 者 が 清 瀬 市 に住所を有すること。  

   ウ  主 催 団 体 が 清 瀬 市内に所在すること。  

   た だ し 、 清 瀬 市 民 が 参 加 す る 事 業 で 、 事 業 内 容 等 が 特 に 適

   当 で あ る と 委 員 会 が 認めたときは、この限りでない。  

（ ９ ）  事 業 規 模 が 名 義 使 用 に ふ さ わ し く 、 か つ 、 事 業 内 容 が 委

   員 会 の 教 育 行 政 の 運 営 に 関 す る 一 般 方 針 に 反 し な い も の で

   あ る こ と 。  

（ 10）  開 催 の 場 所 が 、 公 衆 衛 生 及 び 災 害 防 止 に つ い て 十 分 な 設

   備 及 び 設 置 が 講 ぜ ら れていること。  

 （承認の 対 象 ）  

第 ３ 条  主 催 者 又 は 主 催 団 体 が 、 次 の 各 号 の 一 に 該 当 す る も の で

 あること 。  

（１）  官 公 庁 及 び こ れ に 準ずる団体  

（２）  公 益 法 人 及 び こ れ に準ずる団体  

（３）  学 校 及 び 学 校 の 連 合体  

（４）  社 会 教 育 団 体  

（ ５ ）  前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 芸 術 、 芸 能 、 文 化 及 び ス ポ



   ー ツ 等 事 業 内 容 か ら 特に委員会が認めたもの。  

 （承認の 申 請 ）  

第 ４ 条  委 員 会 の 名 義 を 使 用 し よ う と す る 者 は 、 事 業 実 施 日 の １

 か 月 前 ま で に 、 後 援 名 義 使 用 申 請 書 （ 第 １ 号 様 式 ） に 次 の 各 号

 に定める 書 類 を 添 付 し 、 委員会に提出しなければならない。  

（１）  主 催 者 の 存 在 を 明 確にする書類  

（２）  役 員 等 事 業 関 係 者 の住所及び身分等を明らかにする書類  

（３）  事 業 の 目 的 及 び そ の計画を明らかにする書類  

（４）  そ の 他 委 員 会 が 必 要と認める書類  

 （承認の 決 定 ）  

第 ５ 条  委 員 会 は 、 前 条 の 申 請 が あ っ た 場 合 に お い て 、 承 認 す る

 こ と を 決 定 し た と き は 、 申 請 者 に 後 援 名 義 使 用 承 認 書 （ 第 ２ 号

 様式）を 交 付 す る 。  

 （承認の 条 件 ）  

第 ６ 条  委 員 会 は 、 承 認 基 準 に 該 当 し て い る と 認 め る と き は 、 次

 の条件を 付 し て 承 認 す る ことができる  

（ １ ）  名 義 使 用 の 承 認 期 間 は 、 承 認 し た 日 か ら 当 該 事 業 終 了 ま

   で と し 、 長 期 に わ た る も の は ３ か 月 を 限 度 と す る 。 た だ し 、

   事 業 の 性 質 上 や む を 得ない場合は、この限りでない。  

（ ２ ）  名 義 使 用 は 、 申 請 の あ っ た 事 業 に つ い て の み 使 用 承 認 す

   る 。  

（ ３ ）  広 告 、 パ ン フ レ ッ ト そ の 他 印 刷 物 等 を 作 成 す る 場 合 は 、

   事 前 に 原 稿 等 を 提 出 すること。  

（ ４ ）  名 義 使 用 を 承 認 し た も の に つ い て の 事 務 分 担 及 び 経 費 負

   担 は 一 切 し な い 。  

 （承認事 項 の 変 更 ）  

第 ７ 条  名 義 使 用 の 承 認 を 受 け た 者 が 、 事 業 の 内 容 を 変 更 す る 場

 合 は 、 速 や か に 承 認 事 項 変 更 申 請 書 （ 第 ３ 号 様 式 ） を 委 員 会 に

 提出し、 変 更 の 承 認 を 受 けなければならない。  

２  委 員 会 は 、 前 項 の 申 請 に よ る 変 更 を 承 認 し た と き は 、 申 請 者

 に承認事 項 変 更 承 認 書 （ 第４号様式）を交付する。  

 （承認の 取 消 ）  

第 ８ 条  委 員 会 は 、 名 義 使 用 を 承 認 し た 者 が 、 次 の 各 号 の 一 に 該

 当したと き は 、 承 認 を 取 り消すことができる。  

（１）虚偽 の 申 請 に よ り 後 援の承認を受けたとき。  

（２）承認 の 条 件 に 違 反 し たとき。  

（３）その 他 こ の 要 領 に 違 反したとき。



 （実績報 告 ）  

第 ９ 条  名 義 使 用 を 承 認 さ れ た 者 は 、 当 該 事 業 を 終 了 し た と き は 、

 速 や か に 後 援 事 業 実 績 報 告 書 （ 第 ５ 号 様 式 ） を 委 員 会 へ 提 出 し

 なければ な ら な い 。  

   附  則  

 この要領 は 、 昭 和 ６ ２ 年 １０月１日から施行する。  

   附  則  

 この要領 は 、 平 成 ９ 年 １ 月１日から施行する。  

 

 


